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A．研究目的
新規のHIV感染者数は九州全体としては減少傾

向にあるが、エイズ発症例は減少しておらず、HIV
診療に携わる医療者の確保は.重要な課題である。
また長期療養及び高齢化に伴い合併症をもつ患者の
割合が増加している。そのため一般専門医療機関や
介護などの施設も含めたPLWHに対する慢性期医
療体制の構築，地域における医療連携の必要性が一
層強まっている。

本研究はこのような地方におけるエイズ医療の問
題点の把握と地方におけるエイズ医療向上が目的で
ある。

B．研究方法
1．HIV診療に従事する人員の確保・専門知識の普及

HIV感染症における最新情報や知見の共有のた
めの基礎研修を拠点病院のHIV診療担当者を中心
にオンラインで行った。基礎研修を修了した看護師
対象に応用コースの研修を実地にて2023年より開

始している。また歯科医師研修を実地にて2023年
より再開した。

ブロック内のHIV診療技術の向上および最新情
報の共有のため、各拠点病院のHIV診療従事者お
よび各県の行政担当者を対象に九州ブロックエイズ
拠点病院研修会を行った。また、各県の中核拠点病
院および行政担当者を対象に職種ごとに集まり、エ
イズ診療ネットワーク会議を行った。

2．地域医療連携
（1）地域連携のための研修：受け入れ施設の職員を

対象とした出前研修を行った。
（2）曝露事故時の予防薬に対する九州内各県の取り

組みの進捗状況を確認した。
（3）病院・施設訪問：長期療養に伴う二次病院，療

養施設，介護施設などにおける患者受け入れ促
進などを目的として，県の医師会、看護協会、
各施設の訪問および研修を行なった。福岡県内
でPrEPを行っている施設を訪問し状況を確認
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新規のHIV感染者数は九州全体としては減少傾向にあるが、2023年のAIDS発症者数

は福岡県以外の県では増加しており、いきなりAIDS率も全国に比べ高い水準で経過し

ている。保健所によるHIV検査数はコロナ禍後に回復してきたが元のレベルには戻っ

ていない。一方、検査予約のオンライン化、検査の民間委託などの工夫を行っている

県、自治体もある。

慢性期医療体制の構築および地域医療連携に関しては、各県とも中核病院および行政

を中心に、診療ネットワーク会議、曝露事故対策、歯科診療ネットワーク構築、受け

入れ施設への研修等に取り組んでいるが、様々な要因による受け入れ拒否の報告が今

年度も見られた。

HIV診療の均てん化のために今年度も九州ブロックエイズ拠点病院研修会を行った。

また、各県の中核拠点病院および行政担当者を対象に職種ごとに集まってエイズ診療

ネットワーク会議を行い、情報共有および地域ごとの課題について検討をおこなった。

HIV/AIDSを取り巻く医療体制の問題は、地域社会全体の課題として、行政・保健所と

拠点病院や関係機関が連携・協働して取り組んでいく必要がある。
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した。
（4）福岡県以外の県の拠点病院を訪問し、各々の施

設における課題についての情報共有や必要に応
じて臨床カンファレンスを行った。

（5）当院通院中の患者に対し、過去2年以内の他施
設受診の有無、HIV告知状況、受け入れ状況
について問診を行った。

3．薬害被害者への対応
ブロック内の薬害被害者に対し九州医療センター

で精密検査入院を行い、血友病性関節症やC型肝
炎、生活習慣病などの評価を行った。また、リハビ
リ検診（個別、集団）を行い、関節、運動機能の評
価および生活面での課題について検討した。九州医
療センターAIDS/HIV総合治療センター内の被害
者救済（長期療養）支援チームを中心により良い医
療連携、療養環境の整備のための活動（各地域への
訪問や地域カンファレンスの開催等）を行った。
＜倫理面への配慮＞

本研究においては患者人権とくにプライバシーの
保護は重要であり，特に配慮を行なった。

C．研究結果
1．HIV診療に従事する人員の確保・専門知識の普及

今年度はハイブリッド形式を中心に以下の研修
会・シンポジウムを開催した。

（1）第43回九州ブロックエイズ拠点病院研修会（ハ
イブリッド）

■ 日　時：2024年10月4日（金）14：00～16：00
■ 場　所：九州医療センター4階研修室
■ 出席者：講師1名参加者：133名
■ テーマ：みんなで支えるHIV診療～値域連携と

合併症管理～/事例検討
（2）九州ブロックエイズ診療ネットワーク会議（ハ

イブリッド）
■ 日　時：2024年10月4日（金）10月17日（木）10月

21日（月）10月29日（火）10月30日（水）
■ 場　所：九州医療センターAIDS/HIV総合治療

センター
■ 出席者：九州ブロック内中核拠点病院医師・看

護師・CO・MSW・薬剤師・行政関係者80名
（3）HIVネットワーク第50回シンポジウム（ハイ

ブリッド）
■ 日　時：2024年12月20日（金）18：00～19：30
■ 場　所：九州医療センター研修室
■ 出席者：講師2名参加者：48名

■ テーマ：HIVとSTD
（4）HIV/AIDS研修（オンデマンド/オンライン/対面）
⿟看護師コース	 6月28日（参加者9名）、10

月18日（参加者4名）
⿟薬剤師コース	 6月24日（参加者9名）、10

月18日（参加者5名）
⿟カウンセラーコース	 7月5日（参加者6名）
⿟MSWコース	 7月5日（参加者14名）
⿟医師コース	 6月21日（参加者4名）
⿟歯科/歯科衛生士コース10月22日（参加者8名）
⿟栄養士コース	 6月28日（参加者3名）

（5）令和6年度九州HIV看護・ソーシャルワーク研
修会研修会（ハイブリッド）予定

■ 日　時：2025年2月22日（土）9：30～12：10
■ 場　所：熊本大学病院くすのきテラス3階大会議室
■ 参加者：講師1名
■ テーマ：HIV感染症の最新情報、事例検討

（6）第21回九州ブロックHIVカウンセラー連絡会
議/令和6年度九州ブロックHIVカウンセリン
グ研修会

■ 日　時：2025年2月28日（金）10：00～16：00
■ 場　所：九州医療センター4階研修室
■ 参加者：参加者：

2．地域医療連携
（1）地域連携のための研修：

今年度は受け入れ施設の職員を対象とした出前研
修を10施設で行った。
福 岡県HIV/AIDS出前研修（オンライン・対面）
■ 日　時：2024年6月5日（水）14：00～15：00（対面）
■ 依頼元：いちざきデイケアセンター
■ 出席者：講師1名、

■ 日　時：2024 年 6 月 24 日（月）19：00 ～ 20：00
（対面）

■ 依頼元：八女筑後医師会
■ 出席者：講師2名、参加者57名

■ 日　時：2024 年 7 月 30 日（火）16：00 ～ 17：15
（対面）

■ 依頼元：福岡県弁護士会LGBT委員会
■ 出席者：講師1名、参加者12名

■ 日　時：2024年8月2日（金）16：00～17：00（対面）
■ 依頼元：リーフケアプランニング
■ 出席者：講師2名、参加者12名
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■ 日　時：2024年8月7日（月）10：00～11：00（オ
ンライン）

■ 依頼元：特別養護老人ホーム花の季苑・ツクイ
筑紫野

■ 出席者：講師1名、参加者5名

■ 日　時：2024 年 9 月 25 日（水）15：00 ～ 16：00
（対面）

■ 依頼元：八幡厚生病院
■ 出席者：講師2名、参加者34名

■ 日　時：2024 年 9 月 30 日（月）18：00 ～ 19：00
（対面）

■ 依頼元：リバケアプランセンター小田部
■ 出席者：講師1名、参加者13名

■ 日　時：2024 年 10 月 23 日（水）14：00 ～ 15：00
（対面）

■ 依頼元：中央区ケアマネ会
■ 出席者：講師1名、参加者34名

■ 日　時：2024 年 11 月 14 日（金）14：00 ～ 15：00
（対面）

■ 依頼元：介護老人保健施設西寿
■ 出席者：講師2名、参加者11名

■ 日　時：2025 年 2 月 20 日（木）19：30 ～ 21：40
（対面）

■ 依頼元：一般社団法人筑紫医師会
■ 出席者：講師2名、

（2）曝露事後時の対応
昨年同様、各県の行政機関に曝露事故時の対応に

ついて直接確認した（表1）。長﨑県、大分県以外
は県主体で県内の病院に予防薬を配置し、佐賀県、
鹿児島県以外はマニュアルを整備していた。いずれ
も昨年より行政の取り組みが進んでいた。福岡県は

「HIV感染防止のための 予防内服マニュアル」を作
成し県のHPに掲載した。九州各県において、離島
における予防薬配置に関しては今後の検討課題であ
る。

（3）病院・施設訪問
九州医療センターとの地域連携協力病院2カ所、

地域の医師会1カ所、県看護協会、STIクリニック
2カ所を医師やMSWで訪問した。HIV診療の最新
情報や県内の診療状況についての情報提供を行い、
今後の連携を依頼した。訪問したSTIクリニックの
うち1か所はPrEP（処方および見守り）を行って
いた。今までに20歳代～50歳代後半の約20名が利
用していた。ツルバダ配合錠がPrEPに承認された
ことに伴い、処方薬をツルバダの後発品からデシコ
ビの後発品へ切り替える予定であると伺った。ま

表1　各県予防薬配置状況
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た、DOXY PEPも行っており近年、CSWの利用者
が増えているとのことであった。

（4）拠点病院訪問
大分県内の拠点病院（大分大学、県立大分病院、

別府医療センター）を訪問し、各施設の診療状況、
課題について情報を共有した。AIDS発症者の長期
療養を担う医療資源が少ないことが課題として挙げ
られた。

（5）通院患者の他施設受診状況
22024年4月～10月に九州医療センターを受診し

たPLWH668名に問診を行い、618名にて回答を得
た。618名中502例 （81％）で他施設受診歴があり、
うち271名（54％）がHIV感染を告知せず受診、
231名（46％）がHIV感染を告知して受診していた。
231名の受診した科の内訳は、内科102名、歯科81
名、精神科29名、など多岐にわたっていた（図
1a）。231名のうち141名が受診先を自分で検索、73
名が九州医療センターからの紹介、17名は他施設
からの紹介であった（図1b）。また、231名中11名

（4.8％）で診療拒否もしくは不快な対応を受けた。
一方、HIV感染を告知せずに受診した271名中138
名が歯科を受診していた。歯科受診者219名のうち
の63％に相当した。

3．薬害被害者への対応
（1）精密検査入院パス

九州ブロック内に居住する薬害被害者を対象に、
短期間九州医療センターに入院して全身の精査を行
う精密検査入院パスを行っている。2024年度の利
用者は15名（他施設9名）であった。

（2）リハビリ対応
九州医療センターでは薬害被害者5名を対象に外

来にてリハビリを施行している。個別リハビリ検診
は9名で施行。集団リハビリ検診は琉球大学病院に
て行い、8名の薬害被害者が参加された。

D．考察
九州ブロック内では人口10万人当たりの新規

HIV感染者数およびAIDS発症者数が全国の上位に
位置する県が多い。また新規感染者のウイルスの系
統樹解析結果からは今後も新規患者が増えることが
示唆されている。また、HIV感染症の予後改善と
ともに長期療養者が増加しており、HIV/AIDS診
療を担う医療者の確保および医療・介護施設の拡充
が課題となっている。

このような状況の中、HIV診療を行う自立支援
医療機関の認定基準を満たさず、認定を見送られた
施設がある。自立支援医療機関の拡充のためには、
認定の基準の見直しが必要と考える。また、長期療
養を担う医療施設との連携強化のため、施設の訪問
を行ったが、PLWHの受け入れに対する考え方は
施設間および職種間で様々であった。HIVに対す
る偏見と漠然とした不安が受け入れに対する障壁と
なっており、これらの思考は言葉でHIVに関する
情報を説明しても容易には払拭できない。実地研修
や実体験、経験者からの意見が不安や偏見を軽減す
るのに貢献すると考えられる。これらを踏まえ、今
後研修のあり方も改訂していく必要がある。一方、
当院通院中のPLWHに行った調査の結果、合併症
や偶発症に対する通院に対してはHIV感染合併の
告知下でも受け入れは概ね良好であった。歯科受診
では、約6割のPLWHが未告知のまま受診をして
いた。歯科に関しては、曝露事故対応の問題に加
え、口腔内日和見感染症、日和見腫瘍の早期発見の

図1a　HIV通知受診者231名の他施設受診科 図1b　HIV通知受診者231名の他施設受診経緯
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ためにもHIV告知することが望ましい。プライバ
シーの問題によりかかりつけ歯科医に告知しにくい
場合は、福岡県歯科医師会ネットワークを利用して
歯科の紹介が可能であり、今後検討していく必要が
ある。

なお、薬害被害者に関しては、止血管理が可能な
施設が限られているため外科的処置が可能な施設も
限定される。HIVのみではなく、血友病に関して
も受け入れ施設拡充の施策が必要と考える。

地域によって程度は異なるが、曝露事故時の対応
やマニュアル作成、長期療養支援についての課題共
有など、拠点病院と行政との連携が少しずつ進みつ
つ あ る。 今 後 も、 拠 点 病 院 と 行 政 が 協 働 し、
PLWHが安心して療養できる地域包括ケアシステ
ムの早期実現が望まれる。

E．結論
HIV/AIDS患者の新規発生数の増加およびHIV

陽性者の高齢化に伴う長期療養HIV陽性者の増加
は、次世代を担うHIV診療従事者のみならず、地
域社会全体の問題として、行政・保健所と拠点病院
や関係機関が連携・協働して取り組んでいく必要が
ある。特に多くの合併症を抱えた薬害被害者に対し
ては個別に評価し個々に応じて対応していく必要が
ある。
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なし
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